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令和６年度 

桜井市市民協働推進補助金

募集要項 
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この補助金は、市民協働によるまちづくりを推進することを目的に、非営利で不特定多数の人の

ためになる自主的な活動、いわゆる「公益的活動」を支援するための補助金です。団体の活動状況

に合わせてご応募ください。 

 

 

 

 

桜井市は、市民協働のまちづくりや地域が抱える諸課題の解決につながるような、幅広い分野の

市民活動を支援するため、桜井市ふるさと寄附金を原資とした「市民協働推進補助金」対象事業を

公募します。 

応募書類一式を市民協働課へ提出 

事業報告会開催 

令和７年３月下旬 

審査会で事業に関するプレゼンテーシ

ョンが必要です。（社会情勢の変動やそ

の他やむを得ない事由により、審査方法

を変更する場合があります。） 

 

事業完了後 30 日以内に実績報告を行って

ください。ただし、事業完了から30日に満

たない場合であっても、必ず令和７年２月２

８日までに実績報告を行ってください。 

審査結果は文書で通知します。 

事業報告会を実施し、審査会による評価を行
います。補助事業実施団体は必ず出席して報
告を行ってください。（社会情勢の変動やそ
の他やむを得ない事由により、開催方法を変
更する場合があります。） 

応募書類提出４月２６日（金）必着 

 

二次審査プレゼンテーション審査会 

５月末日頃予定 

審査結果通知 ・補助金交付 

事業完了・実績報告期限 

事業完了後30日以内 

最終：令和７年２月２８日（金）まで 

一次審査（書類審査） 

 

書類審査は市民協働課で行います。 

『桜井市市民協働推進補助金』とは？ 

申請から完了までの流れ 
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（１）市内で主たる活動を行っている団体又は活動による効果が市内である団体 

（２）会員が５人以上で、会員の過半数が市内に在住、在勤又は在学している団体 

（３）非営利かつ公益的な市民活動を継続的に推進する団体 

（４）この事業に係る補助金交付決定後１年以上継続して活動する見込みがある団体 

※（１）～（４）のすべての要件を満たした団体が対象です。 

※その他市長が認める団体。 

ただし、次の条件のいずれかに該当する団体は応募の対象にはなりません。 

（１）特定の政治、宗教、思想等に関わる団体 

（２）特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦し、支持し、又は反対することを目的とする団体 

（３）暴力団（規則第５条第２項第１号の暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員

（規則第５条第２項第２号の暴力団員をいう。）と社会的に非難されるべき関係を有する団体 

（４）営利を主たる目的とする団体 

（５）ステップアップコースにおいて、補助金の交付を4回受けている団体 

（６）市の他の補助金等（市の予算を原資とした他の団体からの補助金を含む）の交付を受けてい

る又は受ける予定がある団体 

（７）前各号に掲げるもののほか、補助金の交付を受けることが適当でないと市長が認める団体 

 

 

 

◆スタートコース：団体設立後３年未満で、かつ、当該補助金の交付を一度も受けていない補助対

象団体等が、その活動の基盤を整え、充実するために実施する事業 

 

◆ステップアップコース：１年以上継続して公益的な活動をしている補助対象団体等が、自らの資

質を向上させ、その活動を拡大させるために実施する事業 

 

区 分 補助年 補 助 率 補助限度額 

スタートコース － １０分の１０以内 １００，０００円  

ステップアップコース 

１年目 ４分の３以内 １５０，０００円  

２年目 ３分の２以内 ２００，０００円 

３年目 ３分の２以内 ３００，０００円 

４年目 ２分の１以内 ３００，０００円 

・ 補助金は予算の範囲内での交付となります。 

・ スタートコースへの応募は1回のみとしますが、学校主体の事業については2年目以降もスタート

コースの参加を可能とします。 

・ 国、県又は民間等から補助金（以下、「他補助金」）を受けて実施する事業であって、桜井市市民協

働推進補助金と他補助金の合計金額が補助対象経費を超えている場合、当該超過分の金額を市民協働

推進補助金から減額します。 

応募の対象となる団体等 

２種類のコースと補助率及び補助限度額 
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重複している部分は補助

できません 

（例）補助率１/２の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下記のような非営利かつ公益的な事業が対象となります。 

（１）観光・産業の振興に関する事業 （例：農業体験型イベント、商店街活性化 等） 

（２）健康・福祉の増進、子どもの健全育成推進に関する事業 （例：高齢者の健康促進 等） 

（３）芸術・文化・スポーツや生涯学習の振興に関する事業 （例：多文化共生 等） 

（４）景観美化、環境保全、地域の安心・安全推進に関する事業 （例：リサイクル推進啓発 等） 

（５）協働のまちづくり推進に関する事業 （例：複数の団体が協働で取り組む公益活動 等） 

（６）その他、地域の活性化に資すると認められる事業 （例：発祥の地を活用したイベント 等） 

 

 

 

 

 

（１）特定の政治、宗教、思想等に関連した事業 

（２）事業効果に持続性及び発展性が欠けると認められる事業 

（３）市の他の補助金等（市の予算を原資とした他の団体からの補助金を含む）の交付を受けてい

る又は受ける予定がある事業 

（４）その他市長が適当でないと認める事業 

補助の対象とならない事業 

補助の対象となる事業 

補助対象経費 

他補助金の額 
補助金の額 
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区分 経費の種類 

報償費 講師、出演者、協力者等への謝金等 

旅費 
講師等の移動及び団体構成員の現地調査等のための交通費（公共交通

機関に限る）、通行料等 

需用費 

消耗品費 会議資料、ポスター等の用紙、封筒、文具等 

燃料費 
自動車等の燃料（自家用車の燃料費は対象外とする）、会場の暖房用燃

料等 

印刷製本費 ポスター、チラシ、プログラム、報告書等の印刷製本費等 

光熱水費 
電気、ガス、水道等の使用料等 （団体の事務所等の管理、運営に要し

たものを除く） 

役務費 

通信運搬費 郵便料、運搬料等 

手数料 振込手数料等 

保険料 ボランティア保険料等 

使用料及び賃借料 会場使用料及び車両、機械、機器類等の借上料等 

原材料費 材料費、料理教室の食材等 

備品購入費 賃借することが不可能な備品の購入費 

その他の経費 
専門知識、技術等を要する業務についての委託料等その他市長が必要

と認める経費 

備考 

１ この表に掲げる経費であっても、社会通念上補助することが適当と認められないものにつ

いては、補助金の交付対象としない。 

２ 補助金の交付対象となる備品購入費の総額（新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係

る備品購入費を除く。）は、交付される補助金の額の１０分の３を超えてはならない。 

3 ポイントが付与される支払い方（クレジットカードや電子決済など）やポイントにて支払

いを行なったものについては、補助金の交付対象としない。 

 

補助対象経費 
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・ 団体の経常的な運営にかかわる経費。 

・ 市民団体等の構成員に対する人件費、謝礼等の費用。 

・ 市民団体等の交際費、慶弔費等の費用。 

・ 他の団体等へ行う迂回助成的な費用。 

・ 領収書等により、事業実施団体が支払ったことを明確にすることができない経費。 

・ 領収書等により、支払った用途を明確にすることができない経費。 

・ 領収書等により、補助対象事業にかかるものとして明確に区分することができない経費。 

・ 飲食にかかる経費。（講師へのお茶、熱中症対策のための飲料水等を除く） 

・ 代表者が経営する法人等または代表者個人との取引にかかる経費。 

・ ポイントが付与される支払い方（クレジットカードや電子決済など）やポイントにて支払いを

行なったものについては、補助金の交付対象としない。 

・ 個人に帰属する物品の経費。 

・ 補助対象事業に直接関係のない経費、社会通念上適切でないと認められる経費など。 

 （例：玉串料等の宗教行事に関連した費用など。） 

 

 

 

 

１．応募期限：令和６年４月２６日（金）午後５時まで（必着） 

２．応募書類 

（１）事業提案書（第１号様式） 

（２）事業実施計画書（規則第２号様式） 

（３）収支予算書（規則第３号様式） 

（４）交付申請調書（第２号様式） 

（５）団体の定款または会則（様式は問いません） 

※ 会計（または監査）をおくことが定められていること。 

（６）団体の構成員名簿（様式は問いませんが、過半数の市内在住、在勤等が確認できるもの） 

※ その他、補助金の交付に関し参考となる書類等がありましたら、併せて提出してください。 

例）パンフレットやチラシ等 

３．応募手続 

市民協働課（市役所本庁舎 3 階）で配付する書類に必要事項を記入し、郵送または直接市民協

働課へ持参してください。なお、応募書類は市ホームページからもダウンロードできます。 

※ 提出していただいた応募書類等はお返ししません。 

※ 応募に必要な経費は、応募者の負担とします。 

 

 

 

 

審査会を開催し、１団体７分間でプレゼンテーションをしていただきます。 

審査会でのプレゼンテーションでは、下の内容を入れて説明してください。団体からの説明の後、

審査委員からの質疑を受けます。 

（１）団体紹介 

（２）活動履歴 

（３）応募事業内容 

補助の対象とならない経費 

応募方法 

審査方法 
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（４）予算の説明 

① 発表時間は１団体につき７分間です。 

② 手法は問いません。 

③ 発表の途中であっても７分で終了としますので、時間内で工夫して活動内容等を発表してください。 

④ プロジェクターの利用も可能ですので、希望する場合には事前に申し出てください。 

⑤ 発表の順番は、事前にお知らせいたします。 

⑥ 提出した書類に基づいた説明を行っていただきます。 

⑦ 発表の後、質疑応答として８分程度を予定しています。 

⑧ プレゼンテーションに欠席された場合、事業の応募がなかったものとみなします。 

 

 

 

 

（１） 審査基準 

応募された事業を下記の項目で審査します。 

 

 

 

（２）審査手順 

① 審査は、応募された事業を審査基準ごとに、次の区分で審査します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公益性、将来性に関しては１０点満点にて評価。） 

 

 

  項  目 視  点 得 点 

1 公益性 
不特定多数の人々の利益につながり、多くの市民や地域

社会に広く貢献する事業か。 
１０点 

2 協働性 
提案団体と市が協働で実施することにより、相乗効果が

期待できる事業か。 
５点 

３ 斬新性 
新しい視点・発想等、工夫やアイデアがあり、特異性が

ある事業か。 
５点 

４ 効果性 
計画どおり事業における具体的な効果や成果が期待でき

る事業か。経費等の予算見積りは適切か。 
５点 

５ 将来性 
補助終了後も、継続的・発展的な活動が見込まれる事業

か。 
１０点 

区 分 評価点数（基準） 

最も高く評価できる ５点 

高く評価できる ４点 

評価できる ３点 

少し評価できる ２点 

あまり評価できない １点 

審査基準 
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② 審査委員ごとに、それぞれの補助対象事業に対して点数を付けます。 

③ 各審査委員が評価した点数の平均値を求め、平均値が高い順に予算の範囲内で各コース毎

に補助の可否を決定します。（予算の範囲内であっても平均値が１８点未満の場合は不採択

とします。） 

④ 同点の場合は、審査委員会の判断によります。 

※ 審査委員が応募団体に加入している場合は、審査の公平を期すため、その審査から外れるも

のとします。 

    

 

 

 

審査の結果を受けて市が補助の可否を決定し、応募団体にその結果を通知いたします。審査を通

過された団体は、速やかに、補助金交付申請書（規則第1号様式）を提出してください。 

また、審査結果につきましては、桜井市公式ホームページ等で公表します。 

 

 

 

 

令和６年４月１日（月）から 令和７年２月２８日（金）までです。補助対象事業は、申請前に

着手していてもかまいませんが、審査会（令和６年５月末日頃開催予定）時点で事業がすべて完了

しているものは補助対象としません。 

 

 

 

 

補助金の交付を受ける場合は、補助指令書（規則第４号様式）による通知と同時に送付する「補

助金交付請求書（規則第7号様式）」を提出してください。確認後、すみやかに入金いたします。 

 

 

 

 

補助金交付制度をより多くの市民の方に知っていただくため、補助金交付を受けた団体は補助対

象事業を行う際にポスターやチラシ等に、「桜井市市民協働推進補助金（卑弥呼の里・桜井ふるさ

と寄附金を活用）」の交付を受けている旨の表示をしてください。また、補助対象事業の実施にあ

たっては、より広く、より多くの市民の皆さまへ向けて積極的な事業のＰＲをお願いします。 

なお、作成したチラシ・ポスター等については、印刷前に市民協働課に見本を提出してください。 

※事前の提出なしにチラシ・ポスター等を印刷した場合、補助対象外となる場合があります。 

 

 

 

 

補助対象事業は、事業実施計画書（規則第２号様式）に沿って実施してください。なお、やむを

得ない理由により事業内容や物品等の変更をしようとするときは、必ず事前に申し出てください。

また、それが軽微な変更ではないと市が判断した場合は、事業内容変更承認申請書（規則第５号様

式）を提出し、市長の承認を受ける必要があります。（必ずしも変更を承認できるとはかぎりませ

ん。） 

※事前の相談なしに、事業内容や物品等を変更された場合、補助対象外となる場合があります。 

普及・広報 

補助金の交付 

審査結果 

計画内容の変更 

補助事業実施期間 
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補助金の交付を受けた団体には補助対象事業終了後、事業報告書類を提出していただきます。 

補助対象事業完了後３０日以内に、事業完了報告書（規則第８号様式）に次の書類を添えて提出

してください。※ただし、事業完了から30日に満たない場合であっても、必ず令和７年２月２８

日までに実績報告を行ってください。 

（１）事業実績調書（規則第９号様式） 

（２）補助金精算調書（規則第１０号様式） 

（３）収支決算書（規則第３号様式） 

（４）活動の様子がわかる写真 

（５）領収書（原本） 

 ※団体として、領収書の原本が必要な場合は、領収書のコピーを取ったうえで、原本と一緒に提

出ください。（原本のみ、受付印を押印後、返却いたします。） 

（６）事業の広報チラシ、ポスターなど 

（７）監査報告書（任意様式） 

※ 監査をした者（会計処理をした者は除く）の記名押印があるもの 

（８）その他市長が必要と認める書類 

※ 収支決算書の支出科目について、収支予算書から追加又は削除があった場合は、その理由と

ともに申し出てください。 

 

 

 

 

補助金交付団体が次の各号いずれかに該当する場合は、既に交付した補助金の全部又は一部を返

金していただきます。 

（１）この募集要項のほか、関係する法令・規則・要綱等に違反したとき。 

（２）補助金を目的外に使用したとき、不当に使用したと認められるとき又は使用しなかったとき。 

（３）補助金の交付決定の際に付した条件に違反したとき。 

（４）補助金の経理状況が不適正と認められるとき。 

（５）事業の実施方法が、補助金の交付の趣旨にそわないと認められるとき。 

（６）補助対象事業を実施しなかったとき、若しくは何らかの事情で補助対象事業が実施できなか 

ったとき。 

（７）補助金に残額が生じたとき。 

 

 

 

 

 

採択団体が実施した補助対象事業の成果を発表するとともに、まちづくり活動を行う市民活動団

体の相互交流を図る機会として、一般による事業報告会を開催し、１団体７分間のプレゼンテーシ

ョンをしていただきます。補助事業実施団体は必ず出席して報告を行ってください。 

報告会でのプレゼンテーションでは、団体からの報告後、審査員からの質疑を受けます。また、

審査員による評価を行い、一番評価が高かった事業を実施した団体には、後日、最優秀賞として賞

状が授与されます。（より多くの団体に最優秀賞の機会があるようにするため、同一の団体が2年

連続で最優秀賞を受賞した場合はその団体を殿堂入りとし、翌年以降、他の団体から最優秀賞を決

定します。） 

実績報告 

補助金の返還 

事業報告会 
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（１）補助金交付決定を受けた団体は、補助対象事業に係る収入及び支出に関する帳簿、証拠書類

を補助対象事業完了後５年間保管してください。 

（２）補助金交付決定後の増額変更はできません。 

（３）補助対象事業の実施にあたっては、関係法令等を遵守するとともに、次の規則及び要綱に従

ってください。 

・桜井市補助金交付規則（昭和４６年８月桜井市規則第２４号） 

・桜井市市民協働推進補助金交付要綱（平成２５年４月１日告示第４８号） 

（４）報告書等を期限内に提出されない場合など、こちらの指示に従ってもらえない場合は、補助

金の交付決定を取り消すことがあります。 

 

その他 


